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①環境・エネルギー・廃棄物処理分野 

2 

(1) 医療廃棄物の適切な処理 
による感染リスクの軽減 
 

(2) オリーブの農業廃棄物の 
適切な処理と付加価値化 

(1) 医療廃棄物用焼却炉 
 

(2) 油脂分解菌と浄化槽に
よる廃液処理システム、 
油温減圧式乾燥機 

③教育分野 

②水の浄化・水処理分野 

都市と地方部の中学校に 
おける教育格差 

下水道に接続できない地域に 
おける生活排水の浄化 

合併処理浄化槽 

電子ペーパータブレット、 
電子黒板、 
特殊スキャナー 

開発課題 中小企業の製品技術等 

2 

＊詳細はファイナル・レポート 9 頁～14 頁 
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モロッコの基本データ 

１．面積 44 .6 万km 2 （西サハラ除く） 

２．人口 3 ,384 万人（2014 年 国勢調査）、 

３．首都 ラバト 

４．政治体制 立憲君主制 

５．民族 アラブ人、ベルベル人 

６．言語 
アラビア語（公用語）、ベルベル語（公用語）、 
フランス語 

７．宗教 イスラム教スンニ派（国教） 

８．GDP/ 人 3 ,140  USD （2014 年世銀） 

９. 経済成長率 4 .8 % (2001 年– 2013 年平均) 
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＊詳細はファイナル・レポート 23 頁～25 頁 
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国公立病院 
（全143カ所）の現状 

課題： 

都市部（775カ所）・地方部（1,984カ所）の保健センター（全2,759カ所）の現状 

都市部保健センター：結核の喀痰塗沫検査室
の廃棄物のうち陰性容器は施設内の敷地で
焼却処理。赤：血液等の汚染ゴミ、黄：注射針
等の危険ゴミ、緑：一般ゴミの３段階で分別す
ることになっているが、徹底されていない。 

地方部保健センター（分娩可能な施設）： 

保健センターのうち、地方部は分娩施設が整備されている。危険ゴ
ミ（注射針等）は戸棚等に保管されている。２年以上保管している施
設もある。危険ゴミ専用容器が不足する際は、ペットボトルを廃棄
容器として代用している。 

全143カ所の国公立病院等からは、年間
3,285トン（１日9トン）の感染性危険廃棄物が
排出されている。全病院のうち、 19カ所に破
砕滅菌機、 2カ所にオートクレーブ、88カ所
は民間処理業者 への委託。しかし残り34カ
所は、適切な処理が行われていない。破砕
滅菌機は高価なため、全国普及はできない。 

2018 年1 月より、不法投棄に対する罰則が適用予定。 
 
破砕滅菌機は、購入コストが高額（43 万ユーロ）である。
また、 O&M コストや処理物の委託コストも高く、病院側の
負担となっている。このため、保健省は、同機の普及は難し
いと判断し、廃棄物処理を民間業者に委託する方法を選択し
た。 
 
現在３社の民間廃棄物業者が国内市場をほぼ独占している。
しかし、民間業者にとって、規模の小さい病院・保健セン
ター、アクセスの悪い地方の病院・保健センターは利益率が
低いため、委託業務を応札せず、不調が続いている。 
この結果、地方部の病院や保健センターには危険ゴミが蓄積
し、汚染ゴミは敷地の内外で焼却せざるを得ない状況にある。 
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＊詳細はファイナル・レポート 26 頁～30 頁 



新規ＯＤＡ事業の提案 

調査期間： 
 約6 ～8 カ月間 

主なカウンターパート： 
保健省、エネルギー・鉱山・水・環境省 

活用する可能性を検討する製品技術等： 
 ・国公立病院、規模の大きい保健センター向けの中型医療廃棄物焼却炉 
 ・保健センター向けの小型医療廃棄物焼却炉 

提案スキーム：案件化調査 

6 

調査の目的： 
日本の医療廃棄物用焼却炉導入を通じた二次感染のリスク軽減に関する調査。 
医療従事者や周辺住民への二次感染のリスクが高いモロッコ地方部の国公立病
院および保健センターに対し、本邦中小企業の医療廃棄物用焼却炉を導入する
ことで、感染性医療廃棄物の適切な処理を図り、もって医療従事者と周辺住民
の生活環境の保全および衛生環境の改善を目指す。 

主な調査内容： 
 ・保健省側との協議、 ・優先医療施設から排出される医療廃棄物の組成分析等 
 ・民間処理業者に対する実態調査、 ・現地パートナー調査  
 ・優先医療施設に対する環境影響評価（ＥＩＡ）の実施、・ＯＤＡ案件化 

ṕỌṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 89 頁～91 頁 



新規ＯＤＡ事業の提案 

事業期間： 
 約２年半程度 

主なカウンターパート： 
保健省、エネルギー・鉱山・水・環境省 

製品技術等： 
・中型および小型の医療廃棄物焼却炉 

提案スキーム：普及・実証事業 
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事業の目的： 
「案件化調査」の結果を踏まえ、日本の医療廃棄物用焼却炉を、モロッコの地方
部の国公立病院、および都市部と地方部の保健センターを中心に導入、実稼働さ
せることにより、医療廃棄物を適正な基準で焼却処理することを支援し、二次感
染のリスク軽減に貢献する。 

主な活動内容： 
・環境影響評価（ＥＩＡ）の実施 ・処理能力が異なる焼却炉の設置と稼働 
・環境省による機材承認 ・ガイドライン、マニュアルの作成  
・Pollutec  Maroc 環境展への出展 

ṕọṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 91 頁～93 頁 
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伝統的搾油工場の現状 課題： 

３相型搾油工場の現状 

デキャンタ 
(水平遠心分離機) 

左：プレス機、
右：乾燥グリ
ニョン(水分
20-25%) 

2018 年1 月より、不法投棄に対する罰則が
適用予定。 
2020 年にオリーブの生産量を2.8 倍とする
政策目標 
 
伝統的：伝統的工場から排出されるマルジン
は塩分濃度が高く汚染力が高い。しかし、零
細工場が多いため、貯留池を確保できず、下
水管や河川に不法投棄せざるを得ない。また、
乾燥グリニョンの販売はオリーブ農家にとっ
て重要な副収入であり、搾油方法の変更には
消極的である。 
 
３相型：３相型は、マルジンを大量に発生さ
せるため、下水管や河川に不法投棄する工場
が非常に多く、河川の汚染や下水場の処理機
能を低下させるなど環境負荷が最も高い。ま
たマルジン貯留池に廃棄しても、油膜により
蒸発が妨げられ、貯留池の寿命を短くしてい
る。このため、モロッコ政府はマルジンの排
出量が少ない２相型への移行を推進している。 
 
２相型：湿潤グリニョンと少量のマルジンが
排出される。このため、モロッコ政府は３相
型から２相型への移行を推進し、将来的には
２相型以外を禁止する方針である。しかし、
湿潤グリニョンの処理や再利用方法が確立さ
れていないため、搾油業者はこれに消極的な
反応を示している。 

排出される乾燥グリニョンは燃料や飼料として販売。 
伝統的工場から排出されるマルジンは塩分濃度が高い。 

排出される半乾燥グリニョン(水分47%未満)は乾燥後に販売
可能であるが、マルジンは、伝統型や２相型より大量に排
出され、貯留池が満水となると下水管や河川に不法投棄。 
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大量の果汁廃液 
（マルジン）を排出 

マルジン貯留池
の油膜 

２相型搾油工場の現状 
左：最新の２相型
施設、 
右：湿潤グリニョン
(水分61.5%以上) 

排出される湿潤グリニョン(水分61.5%以上)は処理・付加価値
化の方法が確立されていない。このため、湿潤グリニョンを貯
留する施設が必要となる。搾油工場は導入に消極的。 9 

＊詳細はファイナル・レポート 31 頁～37 頁 



主なカウンターパート： 
農業省、エネルギー・鉱山・水・環境省、セブ川流域水利局 

活用する可能性を検討する製品技術等： 
油脂分解バクテリアと浄化槽を用いた浄化システム 

提案スキーム：案件化調査 

10 

調査の目的： 
油脂分解バクテリアと浄化槽を用いた浄化システムを通じた、マルジンの汚染力
低減に関する調査。マルジン処理にかかる適正手法が確立していないため、マル
ジンを違法放流せざるを得ないフェズ地方の搾油工場に対し、マルジンの汚染力
を軽減する浄化システムを導入することで、河川や土壌の環境改善を目指す。 

調査期間： 
 約6 ～8 カ月間 
＊オリーブの収獲・搾油シーズンである11 月～1 月は必ず調査期間に含めること 

新規ＯＤＡ事業の提案 

主な調査内容： 
 ・先方機関との協議、過去研究成果の確認 ・３相型搾油工場の現状把握  
 ・ 廃液に対する水質分析  現地パートナー調査  
 ・ＯＤＡ案件化。 

ṕỎṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 93 頁～94 頁 



新規ＯＤＡ事業の提案 

事業期間： 
 約２年半程度 

製品技術等： 
・油脂分解バクテリアと浄化槽を用いた浄化システム 

提案スキーム：普及・実証事業 

11 

事業の目的： 
「案件化調査」の結果を踏まえ、日本企業が開発した、オリーブ果汁廃液（マル
ジン）の汚染力を低減可能な油脂分解バクテリアと浄化槽を用いた浄化システム
をマルジンによる環境問題が深刻な地域に導入することにより、マルジン貯留蒸
発池や下水処理場におけるマルジン問題の解決を支援し、もってモロッコの環境
問題に貢献する。 

主な活動内容： 
・マルジン貯留蒸発池への浄化システムの導入 
・下水処理場の前処理施設の設置と浄化システムの導入 
・ガイドラインとマニュアルの作成 ・補助金対象機材としての承認手続き  
・Pollutec  Maroc 環境展への出展 

主なカウンターパート： 
農業省、エネルギー・鉱山・水・環境省、セブ川流域水利局 

ṕỏṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 94 頁～95 頁 



調査期間： 
 約6 ～8 カ月間 
＊オリーブの収獲・搾油シーズンである11 月～1 月は必ず調査期間に含めること 

主なカウンターパート： 
農業省、エネルギー・鉱山・水・環境省、セブ川流域水利局 

活用する可能性を検討する製品技術等： 
油温減圧式乾燥機 

提案スキーム：案件化調査 
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調査の目的： 
油温減圧式乾燥機の導入を通じた湿潤グリニョンの付加価値化に関する調査。
２相型搾油機からの湿潤グリニョンの付加価値化方法の未確立により、３相型
搾油機から２相型搾油機への移行が進まないフェズ地方の搾油工場に対し、湿
潤グリニョンの付加価値化が可能である油温減圧式乾燥機を導入することで、
２相型搾油機への移行促進を図り、もって河川や土壌の環境改善を目指す。 

新規ＯＤＡ事業の提案 

主な調査内容： 
 ・先方機関との協議、過去研究成果の確認  
 ・２相型３相型搾油工場の現状把握 ・ グリニョンの成分分析 
 ・現地パートナー調査  ・ＯＤＡ案件化。 

ṕỐṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 95 頁～97 頁 



新規ＯＤＡ事業の提案 

事業期間： 
 約２年半程度 

製品技術等： 
・油温減圧式乾燥機 

提案スキーム：普及・実証事業 

13 

事業の目的： 
「案件化調査」の結果を踏まえ、日本企業の油温減圧式乾燥機を、２相型搾油機
と３相型搾油機の両方が使用されている搾油工場地帯に導入することにより、 
２相型搾油機からの湿潤グリニョンの付加価値化を支援することをもって、マル
ジンの排出量が多い３相型搾油機を２相型搾油機に移行させることに貢献する。 

主な活動内容： 
・車載型油温減圧式乾燥機の導入  ・ガイドラインとマニュアルの作成 
・普及方法検討のための搾油業者や地域住民に対する意識調査 
・燃料や飼料を製造するための条件の検証  
・補助金対象機材としての承認手続き  ・Pollutec  Maroc 環境展への出展 

主なカウンターパート： 
農業省、エネルギー・鉱山・水・環境省、セブ川流域水利局 

ṕốṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 97 頁～98 頁 
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下水道未普及地域の現状 
課題： 

SEBAA ROUADIコミューン、ドゥヤット・ドワール（セ
プティックタンクが埋設されている。ただし、2.4万人
のコミューンにおいて、僅か72戸のみが対象） 

ケニトラ郊外（側溝に生活排水やゴミが流入。窒素・
リンの富栄養化が進み、排水は緑色に染まってい
る）している） 

地方都市の市街地が急速に拡大するなか、
下水道に接続できない家庭から排出され
る生活排水が未処理のまま放流されてお
り、地域の環境、特に水資源に悪影響を
与えている。 
 
モロッコの地方集落は散在しているため、
市街地を対象する下水処理場まで下水管
を整備した場合、その事業費は膨大とな
る。 

地方部の下水道政策の現状 
国家地方下水道計画（ＰＮＡＲ）によって、都市部の下
水道整備は急速に進展しており、2015年時点で800
万人が下水道普及の対象となった。ただし、対象は
全て都市部に限定されており、地方は同計画の恩恵
を受けていない。 
 

国家地方下水道計画を策定し、2016 年よ
り計画を始動させることを目指している。
また、人口規模に応じて、以下の処理施設
の設置を検討しているが、合併浄化槽につ
いては、モロッコでの適用事例が少なく、
情報が不足している。 
1. 1500 人以上の集落 ⇒ 下水道 
2. 500 - 1500 人の集落 ⇒ 
                 合併浄化槽＋セプティック 
3. 500 人以下の集落 ⇒ セプティック 

15 15 

＊詳細はファイナル・レポート 37 頁～39 頁 



調査期間： 
 約10 ～12 カ月間 

主なカウンターパート： 
内務省、エネルギー・鉱山・水・環境省 

活用する可能性を検討する製品技術等： 
合併処理浄化槽 

提案スキーム：案件化調査 

16 

調査の目的： 
地方部の下水管未整備地域への浄化槽の導入を通じた生活排水の浄化に関する
調査。下水管の未整備により、生活排水が適正されていないフェズ地方のコ
ミューンに対し、生活排水のための浄化槽を導入することで、対象コミューン
の衛生環境や生活環境の改善を目指す。 

新規ＯＤＡ事業の提案 

主な調査内容： 
 ・先方機関との協議、地方下水処理計画の進捗確認  
 ・下水道未整備地域の生活排水にかかる現状把握  
 ・ 浄化槽の機能確認（日本または現地） ・現地パートナー調査   
 ・ＯＤＡ案件化。 

ṕỒṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 98 頁～99 頁 



新規ＯＤＡ事業の提案 

事業期間： 
 約２年程度 

製品技術等： 
・合併処理浄化槽 

提案スキーム：普及・実証事業 

17 

事業の目的： 
「案件化調査」の結果を踏まえ、日本の合併処理浄化槽を、下水道に接続できて
いない地域に導入することにより、周辺地域の生活排水を適正な基準で浄化処理
することを支援し、もって周辺地域の衛生環境の改善に貢献する。 

主な活動内容： 
・候補地選定  ・生活様式調査 
・住民参加促進 ・合併浄化槽の導入、調整  
・ガイドライン、マニュアルの作成  ・Pollutec  Maroc 環境展への出展 

主なカウンターパート： 
内務省、エネルギー・鉱山・水・環境省 

ṕồṖ 
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＊詳細はファイナル・レポート 99 頁～101 頁 
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国産デジタルコンテンツ作成の現状 

課題： 

教育ＩＣＴ普及の現状 
都市部中学校：GENIE2で導
入されたPCと固定プロジェ
クターが設置されている。 
 

モロッコ政府は、国産の教育向けデジタル教
材を作成したい意向を有してるが、デジタル
アーカイブ化を政府公認で進める国立図書館
が所有するのは書籍用スキャナーのみであ
るため、教育向けとして必要十分なデジタル
データを教育省に提供することができない。 

モロッコの中学校の純就学率において、都市部と地方部
の格差は大きく、特に、地方部の女子は厳しい状況に置
かれている。 
 
生活環境が厳しい地方部への赴任を嫌う教員が多いなか、
モロッコでは教員志望者の減少とベテラン教員の退職に
より教員不足が大きな問題となっており、将来的には更
に地方部の教員不足が深刻化することが懸念されている。 
 
州AREF は教員不足への対応にはeラーニングの導入が
有効であるとの意向を有しているが、ＧＥＮＩＥによる
ＩＣＴ機器には、都市部の教師と地方部の生徒とのイン
タラクティブ（双方向）学習機能がないことからｅラー
ニングの実施は難しい状況にある。 
 
教育省は国産のデジタル教材開発に力を入れていく意向
を有しているが、教材の作成に適した水準の国産デジタ
ルコンテンツの作成ができないため、教材開発を進める
うえでの阻害要因となっている。 

教育格差の現状 

モロッコでは教員不足が問
題あり、地方部の学校では
特に理数科教員の不足が
深刻であり、専門外の教員
が一部授業を担当する場合
も少なくない。 
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2012/13年度における中学校の純就学率は、 
都市部平均の80.7％に対して地方部平均は
30.6％。また、地方部の純就学率について、 
男子の33.9.％に対して女子は27.2％である。 

モロッコでは2006年より教育における情報通信
技術の普及（ＧＥＮＩＥ）プログラムが開始されて
いる。しかし、地方部の中学校へのＩＣＴ機器の
導入は遅れている。また、教員不足への対応と
して、都市部と地方部の学校をインターネットに
て結んだ遠隔教育（ eラーニング）の導入を検
討しているが、ＧＥＮＩＥによるＩＣＴ機器のみでは
eラーニングは実施できない。 
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調査期間： 
 約８～1 ０カ月間 ＊学校年度（9 月～6 月、7 ～8 月休暇）、進級試験に留意 

主なカウンターパート： 
教育省、ＬＮＲＮ、ラバト・サレ州ＡＲＥＦ、各教育局、対象中学校 

活用する可能性を検討する製品技術等： 
 ・電子ペーパー（ＰＤＦファイル表示可）・インタラクティブ型電子黒板 
 ・大型原稿・立体物用の特殊スキャナー 

提案スキーム：案件化調査 
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調査の目的： 
ｅラーニングの導入を通じた地方部の中学校の教育環境の向上に関する調査。教
員不足等により、適正な水準の授業を受けることができない地方部の中学校に対
し、ｅラーニングの実施が可能である電子ペーパーと電子黒板を導入することで、
授業水準の向上を図り、もってモロッコの都市部と地方部の中学校における教育
格差の是正を目指す。 

新規ＯＤＡ事業の提案 

注：ＬＮＲＮ：デジタルコンテンツラボ、ＡＲＥＦ：地域教育人材育成アカデミー 

主な調査内容： 
 ・先方機関との協議、教育ＩＣＴの進捗確認  
 ・地方部中学校のＩＣＴ機器等の現状把握 ・ｅラーニングの試験実証  
 ・現地パートナー調査 ・ＯＤＡ案件化。 
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